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(57)【要約】
【課題】水及び溶剤を含まないので、有機ＥＬ表示装置
にダメージを与えることなく、光散乱層を効率よく形成
することができる光散乱層転写材料、及び該光散乱層転
写材料を用いた、光取り出し効率に優れ、輝度ムラの少
ない有機ＥＬ表示装置の提供。
【解決手段】正極と負極との間に少なくとも発光層を有
する有機ＥＬ表示装置における前記負極上に光散乱層を
形成するための光散乱層転写材料であって、仮支持体と
、該仮支持体上に少なくとも光散乱層を有し、前記光散
乱層が、少なくとも透光性樹脂及び光散乱粒子を含有し
、前記光散乱粒子の平均粒径が、５０ｎｍ～３００ｎｍ
である光散乱層転写材料である。該仮支持体と発光層の
間に、光熱変換層を有する態様が好ましい。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極と負極との間に少なくとも発光層を有する有機ＥＬ表示装置における前記負極上に
光散乱層を形成するための光散乱層転写材料であって、
　仮支持体と、該仮支持体上に少なくとも光散乱層を有し、
　前記光散乱層が、少なくとも透光性樹脂及び光散乱粒子を含有し、
　前記光散乱粒子の平均粒径が、５０ｎｍ～３００ｎｍであることを特徴とする光散乱層
転写材料。
【請求項２】
　仮支持体と光散乱層の間に、光熱変換層を有する請求項１に記載の光散乱層転写材料。
【請求項３】
　光熱変換層が、モリブデン、クロム、金、銀、銅、アルミニウム、及びこれらの合金、
並びにカーボンブラックから選択される少なくとも１種の光熱変換材料を含有する請求項
２に記載の光散乱層転写材料。
【請求項４】
　光散乱層の厚みが、０．５μｍ～５．０μｍである請求項１から３のいずれかに記載の
光散乱層転写材料。
【請求項５】
　光散乱層における光散乱粒子の体積充填率が１０％以下である請求項１から４のいずれ
かに記載の光散乱層転写材料。
【請求項６】
　ガラス基板上に、正極、有機ＥＬ層、負極、及びバリア層をこの順に有する有機ＥＬ表
示装置であって、
　前記バリア層上に、請求項１から５のいずれかに記載の光散乱層転写材料を用いて形成
された光散乱層を有することを特徴とする有機ＥＬ表示装置。
【請求項７】
　ガラス基板上に正極、有機ＥＬ層、負極、及びバリア層をこの順に有する有機ＥＬ表示
装置の製造方法であって、
　請求項１から５のいずれかに記載の光散乱層転写材料を、ラミネーターにより光散乱層
側の面が前記バリア層と接するように貼り付けることを特徴とする有機ＥＬ表示装置の製
造方法。
【請求項８】
　ガラス基板上に正極、少なくとも発光層を含む有機ＥＬ層、負極、及びバリア層をこの
順に有する有機ＥＬ表示装置の製造方法であって、
　請求項２から５のいずれかに記載の光散乱層転写材料を、光散乱層側の面が前記バリア
層と接するように貼り付け、仮支持体側から光熱変換層位置に光を照射することを特徴と
する有機ＥＬ表示装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水及び溶剤を含まないので、有機エレクトロルミネッセンス表示装置（有機
ＥＬ表示装置）の発光材料にダメージを与えることなく、光散乱層を効率よく形成するこ
とができる光散乱層転写材料、並びに光取り出し効率に優れ、輝度ムラの少ない有機ＥＬ
表示装置及び該有機ＥＬ表示装置の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機ＥＬ表示装置は、自発光型の表示装置であり、ディスプレイや照明の用途に用いら
れている。この有機ＥＬ表示装置は、従来のＣＲＴやＬＣＤと比較して視認性が高い、視
野角依存性がないという表示性能の利点を有する。また、ディスプレイを軽量化、薄層化
できるといった利点もある。一方、有機ＥＬ照明は軽量化、薄層化といった利点に加え、
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フレキシブル基板を用いることで、これまで実現できなかった形状の照明を実現できる可
能性を持っている。
【０００３】
　前記有機ＥＬ表示装置は、上記のように優れた特徴を有するが、一般に、発光層を含め
表示装置を構成する各層の屈折率は空気より高い。例えば、有機ＥＬ表示装置では、発光
層など有機薄膜層の屈折率は１．６～２．１である。このため、発光した光は界面で全反
射しやすく、その光取り出し効率は２０％に満たさず、大部分の光を損失している。
【０００４】
　前記有機ＥＬ表示装置における光損失に関して、図１を参照にして説明する。
　有機ＥＬ表示装置は、基本的には、図１に示すように、ＴＦＴ基板１の上に、背面電極
２、発光層を含み２層又は３層からなる有機層３、及び透明電極４、透明基板５が積層さ
れた構成を有し、背面電極２から注入された正孔と透明電極４から注入された電子が有機
層３で再結合し、蛍光性物質などを励起することにより発光するものである。そして、有
機層３から発光した光は、直接、又はアルミニウムなどで形成される背面電極２で反射し
て、透明基板５から出射する。
　しかし、図１に示すように、表示装置内部で発生した光は、屈折率の異なる隣接層界面
に入射する角度によっては全反射を起こし、表示装置内部を導波してしまい外部に取り出
すことができない（図１のＬｂ、Ｌｃの光）。この導波する光の割合は、隣接層との相対
屈折率で決まり、一般的な有機ＥＬ表示装置〔空気（ｎ＝１．０）／透明基板（ｎ＝１．
５）／透明電極（ｎ＝２．０）／有機層（ｎ＝１．７）／背面電極〕の場合には、大気（
空気）に放出されず表示装置内部を導波する光の割合は８１％となる。即ち、発光量全体
の約１９％しか有効に利用できないこととなる。
【０００５】
　このため、光取り出し効率を向上させるには、（１）透明基板と空気界面で全反射し「
有機層＋透明電極＋透明基板」を導波する光（図１のＬｂ）を取り出す、（２）透明電極
と透明基板界面で全反射し「有機層及び透明電極」を導波する光（図１のＬｃ）を取り出
す方法が必要となる。これらのうち、前記（１）に関しては、透明基板表面に凹凸を形成
し、透明基板と空気界面での全反射を防ぐ方法が提案されている（特許文献１参照）。
　また、前記（２）に関しては、透明電極と透明基板との界面や発光層と隣接層との界面
を回折格子状に加工する方法が提案されている（特許文献２及び特許文献３参照）。
　更に、積層された有機層間の界面を凹凸に加工して発光効率を増加させる方法が提案さ
れている（特許文献４参照）。そのうち、前記発光層と隣接層との界面に回折格子を形成
する方法は、隣接層が導電性媒体からなり、回折格子の凹凸の深さは発光層の厚みに対し
て４０％程度であり、凹凸のピッチと深さを特定の関係にすることで、導波光を取り出す
ものである。また、有機層間の界面に凹凸を形成する方法は、凹凸を挟んで隣接する層は
導電性媒体からなり、発光層の厚みに対する深さが２０％程度、界面の傾斜角が３０°程
度の凹凸を有機層間の界面に形成し、有機層同士の接合界面を大きくすることで発光効率
を増大させるものである。
　しかし、上記方法は加工が難しく、また、通電時に絶縁破壊を起こし易い等の問題があ
り、有用な光の取り出し方法の更なる開発が有機ＥＬ表示装置の高効率化のために望まれ
ている。
【０００６】
　これらの問題を解決する一つの手段として、例えば有機ＥＬ面発光体の表面に光散乱層
を付与することで、取り出し効率を改善する手段が提案されている（特許文献５及び特許
文献６参照）。しかし、表面で光散乱を起こすと、光の滲みが大きくなり、解像度が劣化
するという問題があった。
　これに対し、負極の直上に光散乱層を配置することで、光取り出し効率を改善しつつ、
画像のボケを低減させる方法が提案されている（特許文献７参照）。
　しかし、この提案の方法は、光散乱層のベース材料として屈折率が１．５～１．６の材
料を用いており、有機層及び透明電極を導波する光を効率的に取り出すための屈折率とし
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ては不適当なものであった。
【０００７】
　上記のような光散乱層を形成する方法としては、塗布法が知られているが、有機ＥＬ表
示装置の発光材料は水及び溶剤に弱いため、材料面での制約があり、光散乱層を効率よく
形成するのは実用化が困難であるという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】米国特許第４７７４４３５号明細書
【特許文献２】特開平１１－２８３７５１号公報
【特許文献３】特開２００２－３１３５５４号公報
【特許文献４】特開２００２－３１３５６７号公報
【特許文献５】特開２００３－１０９７４７号公報
【特許文献６】特開２００３－１７３８７７号公報
【特許文献７】特開２００６－１０７７４４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、従来における前記諸問題を解決し、以下の目的を達成することを課題とする
。即ち、本発明は、水及び溶剤を含まないので、有機ＥＬ表示装置の発光材料にダメージ
を与えることなく、光散乱層を効率よく形成することができる光散乱層転写材料、並びに
該光散乱層転写材料を用いた、光取り出し効率に優れ、輝度ムラの少ない有機ＥＬ表示装
置及び該有機ＥＬ表示装置の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記課題を解決するため本発明者らが鋭意検討を重ねた結果、仮支持体と、該仮支持体
上に少なくとも光散乱層、必要に応じて光熱変換層を有する光散乱層転写材料を用いるこ
とにより、有機ＥＬ表示装置の発光層上に溶剤を含まない光散乱層を形成できるため、溶
剤による発光材料へのダメージが無く、高い輝度を得ることができる。また、光散乱層を
形成する場所が、有機ＥＬ素子上ではなく、光散乱層を形成しやすい仮支持体上であるた
め、光散乱粒子の偏在によるムラや、光散乱層の厚み変動によるムラが発生しにくいこと
を知見した。
【００１１】
　本発明は、本発明者による前記知見に基づくものであり、前記課題を解決するための手
段はとしては以下の通りである。即ち、
　＜１＞　正極と負極との間に少なくとも発光層を有する有機ＥＬ表示装置における前記
負極上に光散乱層を形成するための光散乱層転写材料であって、
　仮支持体と、該仮支持体上に少なくとも光散乱層を有し、
　前記光散乱層が、少なくとも透光性樹脂及び光散乱粒子を含有し、
　前記光散乱粒子の平均粒径が、５０ｎｍ～３００ｎｍであることを特徴とする光散乱層
転写材料である。
　＜２＞　仮支持体と光散乱層の間に、光熱変換層を有する前記＜１＞に記載の光散乱層
転写材料である。
　＜３＞　光熱変換層が、モリブデン、クロム、金、銀、銅、アルミニウム、及びこれら
の合金、並びにカーボンブラックから選択される少なくとも１種の光熱変換材料を含有す
る前記＜２＞に記載の光散乱層転写材料である。
　＜４＞　光散乱層の厚みが、０．５μｍ～５．０μｍである前記＜１＞から＜３＞のい
ずれかに記載の光散乱層転写材料である。
　＜５＞　光散乱層における光散乱粒子の体積充填率が１０％以下である前記＜１＞から
＜４＞のいずれかに記載の光散乱層転写材料である。
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　＜６＞　ガラス基板上に、正極、有機ＥＬ層、負極、及びバリア層をこの順に有する有
機ＥＬ表示装置であって、
　前記バリア層上に、前記＜１＞から＜５＞のいずれかに記載の光散乱層転写材料を用い
て形成された光散乱層を有することを特徴とする有機ＥＬ表示装置である。
　＜７＞　ガラス基板上に、正極、有機ＥＬ層、負極、及びバリア層をこの順に有する有
機ＥＬ表示装置の製造方法であって、
　前記＜１＞から＜５＞のいずれかに記載の光散乱層転写材料を、ラミネーターにより光
散乱層側の面が前記バリア層と接するように貼り付けることを特徴とする有機ＥＬ表示装
置の製造方法である。
　＜８＞　ガラス基板上に、正極、少なくとも発光層を含む有機ＥＬ層、負極、及びバリ
ア層をこの順に有する有機ＥＬ表示装置の製造方法であって、
　前記＜２＞から＜５＞のいずれかに記載の光散乱層転写材料を、光散乱層側の面が前記
バリア層と接するように貼り付け、仮支持体側から光熱変換層位置に光を照射することを
特徴とする有機ＥＬ表示装置の製造方法である。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によると、従来における問題を解決することができ、水及び溶剤を含まないので
、有機ＥＬ表示装置にダメージを与えることなく、光散乱層を効率よく形成することがで
きる光散乱層転写材料、並びに該光散乱層転写材料を用いた、光取り出し効率に優れ、輝
度ムラの少ない有機ＥＬ表示装置及び該有機ＥＬ表示装置の製造方法を提供することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】図１は、自発光表示装置における光取り出し効率低下の原因を説明する説明する
図である。
【図２】図２は、本発明の有機ＥＬ表示装置の構成の一例を示す図である。
【図３】図３は、本発明の光散乱層転写材料を用いた転写の一例を説明するための図であ
る。
【図４】図４は、本発明の光散乱層転写材料を用いたレーザー転写の一例を説明するため
の図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明の光散乱層転写材料について詳細に説明する。以下に記載する構成要件の
説明は、本発明の代表的な実施態様に基づいてなされることがあるが、本発明はそのよう
な実施態様に限定されるものではない。
　なお、本明細書において「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載され
る数値を下限値及び上限値として含む範囲を意味する。
【００１５】
（光散乱層転写材料）
　本発明の光散乱層転写材料は、正極と負極との間に少なくとも発光層を有する有機ＥＬ
素子における前記負極上に光散乱層を形成するための光散乱層転写材料であって、
　仮支持体と、該仮支持体上に少なくとも光散乱層を有し、光熱変換層、熱可塑性樹脂層
、分離層、被覆シート、更に必要に応じてその他の層を有してなる。
【００１６】
　前記光散乱層転写材料は、熱転写の形態として、例えば、仮支持体と、該仮支持体上に
熱可塑性樹脂層、分離層、光散乱層、被覆シートをこの順に有してなる。
　また、レーザー転写の形態として、例えば、仮支持体と、該仮支持体上に光熱変換層、
熱可塑性樹脂層、分離層、光散乱層、被覆シートをこの順に有してなる。
【００１７】
＜仮支持体＞
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　前記仮支持体としては、化学的及び熱的に安定であって、可撓性物質で構成されていて
もよく、帯電防止のために導電性を有していてもよい。
　前記仮支持体としては、例えばポリエチレンテレフタレート、ポリカーボネート、ポリ
エチレン、ポリプロピレン、トリアセチルセルロース等のシート、又はこれらの積層物が
好ましい。
　前記仮支持体の厚みは、５μｍ～３００μｍが好ましく、２０μｍ～１５０μｍがより
好ましい。
【００１８】
　ここで、被転写体上に光散乱層転写材料の光散乱層を密着させた後で仮支持体を剥そう
とすると、フィルムと人体が帯電して不快な電撃ショックを受けることがある。この帯電
のために周囲からゴミを吸い寄せて引き続く露光工程で未露光部が生じ、ピンホールの原
因となることがある。本発明の光散乱層転写材料においては、帯電を防止するため、仮支
持体の少なくとも一方の面に導電性層を設けてその表面電気抵抗を１０１３Ω以下とした
か、あるいは仮支持体自体に導電性を付与してその表面電気抵抗を１０１３Ω以下とした
ものを用いることが好ましい。
【００１９】
　前記仮支持体に導電性を付与するには、仮支持体中に導電性物質を含有させればよい。
例えば、金属酸化物の微粒子や帯電防止剤を練り込んでおく方法が好適である。前記金属
酸化物としては、例えば酸化亜鉛、酸化チタン、酸化錫、酸化アルミニウム、酸化インジ
ウム、酸化珪素、酸化マグネシウム、酸化バリウム、及び酸化モリブデンから選択される
少なくとも１種の結晶性金属酸化物、及び／又はその複合酸化物の微粒子などが挙げられ
る。
　前記帯電防止剤としては、例えば、アニオン界面活性剤として、アルキル燐酸塩系（例
えば、花王石鹸株式会社製のエレクトロストリッパーＡ、第一工業製薬株式会社製のエレ
ノンＮｏ．１９等）などが挙げられる。
　両性界面活性剤として、ベタイン系（例えば、第一工業製薬株式会社製のアモーゲンＫ
、等）などが挙げられる。
　非イオン界面活性剤として、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル系（例えば、日本油脂
株式会社製のニツサンノニオンＬ等）、ポリオキシエチレンアルキルエーテル系（例えば
、花王石鹸株式会社製のエマルゲン１０６、１２０、１４７、４２０、２２０、９０５、
９１０、日本油脂株式会社製のニツサンノニオンＥ等）、ポリオキシエチレンアルキルフ
ェノールエーテル系、多価アルコール脂肪酸エステル系、ポリオキシエチレンソルビタン
脂肪酸エステル系、ポリオキシエチレンアルキルアミン系などが挙げられる。
【００２０】
　前記仮支持体上に、導電性物質を含有する導電性層を設ける場合には、該導電性物質と
しては、特に制限はなく、公知のものの中から適宜選択して用いることができ、例えばＺ
ｎＯ、ＴｉＯ２、ＳｎＯ２、Ａｌ２Ｏ３、Ｉｎ２Ｏ３、ＳｉＯ２、ＭｇＯ、ＢａＯ、及び
ＭｏＯ３から選ばれる少なくとも１種の結晶性金属酸化物及び／又はその複合酸化物の微
粒子が、湿度に影響されない導電性を示す点で好ましい。
　前記結晶性金属酸化物又はその複合酸化物の微粒子は、その体積抵抗が１０７Ω・ｃｍ
以下であることが好ましく、１０５Ω・ｃｍ以下であることが好ましい。また、前記粒子
サイズは、０．０１μｍ～０．７μｍが好ましく、０．０２μｍ～０．５μｍがより好ま
しい。
【００２１】
　前記導電性の結晶性金属酸化物及びその複合酸化物の微粒子の製造方法については、特
開昭５６－１４３４３０号公報に詳細に記載されているが、例えば、（１）金属酸化物微
粒子を焼成により作製し、導電性を向上させる異種原子の存在下で熱処理する方法、（２
）焼成により金属酸化物微粒子を製造するときに導電性を向上させる為の異種原子を共存
させる方法、（３）焼成により金属酸化物微粒子を製造する際に雰囲気中の酸素濃度を下
げて、酸素欠陥を導入する方法、などが挙げられる。
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　前記異種原子を含む例としては、ＺｎＯに対してはＡｌ、Ｉｎ等、ＴｉＯ２に対しては
Ｎｂ、Ｔａ等、ＳｎＯ２に対してはＳｂ、Ｎｂ、ハロゲン原子等が挙げられる。
　前記異種原子の添加量は、０．０１ｍｏｌ％～３０ｍｏｌ％が好ましく、０．１ｍｏｌ
％～１０ｍｏｌ％がより好ましい。前記導電性粒子の使用量は、０．０５ｇ／ｍ２～２０
ｇ／ｍ２が好ましく、０．１ｇ／ｍ２～１０ｇ／ｍ２がより好ましい。
【００２２】
　前記導電性層には、バインダーとして、例えばゼラチン、セルロースナイトレート、セ
ルローストリアセテート、セルロースジアセテート、セルロースアセテートブチレート、
セルロースアセテートプロピオネート等のセルロースエステル；塩化ビニリデン、塩化ビ
ニル、スチレン、アクリロニトリル、酢酸ビニル、アルキル（炭素数１～４）アクリレー
ト、ビニルピロリドン等を含むホモポリマー又は共重合体、可溶性ポリエステル、ポリカ
ーボネート、可溶性ポリアミド、などが挙げられる。これらのバインダー中への導電性粒
子の分散に際しては、チタン系分散剤或いはシラン系分散剤のような分散液を添加しても
よい。また、バインダー架橋剤等を加えても構わない。
　前記チタン系分散剤としては、例えば米国特許第４，０６９，１９２号明細書、米国特
許第４，０８０，３５３号明細書等に記載されているチタネート系カップリング剤、プレ
ンアクト（商品名：味の素株式会社製）、などを挙げることができる。
　前記シラン系分散剤としては、例えばビニルトリクロルシラン、ビニルトリエトキシシ
ラン、ビニルトリス（β－メトキシエトキシ）シラン、γ－グリシドキシプロピルトリメ
トキシシラン、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン等が知られており、「シ
ランカップリング剤」として信越化学工業株式会社等から市販されている。
　前記バインダー架橋剤としては、例えば、エポキシ系架橋剤、イソシアネート系架橋剤
、アジリジン系架橋剤、エポキシ系架橋剤等を挙げることができる。
　前記導電性層は、導電性微粒子をバインダーに分散させ、仮支持体上に塗布することに
より、又は仮支持体に下引処理を施し、その上に導電性微粒子を被着させることにより設
けることができる。
【００２３】
　前記導電性層が、仮支持体の光散乱層とは反対側の面に設けられる場合には、耐傷性を
良好なものとするために、前記導電性層の上に、疎水性重合体を含有する疎水性重合体層
を設けることが好ましい。
　前記疎水性重合体としては、例えばセルロースエステル（例えばニトロセルロース、セ
ルロースアセテート）、塩化ビニル、塩化ビニリデン、ビニルアクリレート等を含むビニ
ル系ポリマーや有機溶剤可溶性ポリアミド、ポリエステル等のポリマー、などが挙げられ
る。
　前記疎水性重合体層は、有機溶剤に溶解した溶液又は水性ラテックスの状態で塗布すれ
ばよく、塗布量は乾燥質量にして０．０５ｇ／ｍ２～１ｇ／ｍ２程度が好ましい。
　前記疎水性重合体層には、すべり性を付与するためのすべり剤として、例えば特開昭５
５－７９４３５号公報に記載があるような有機カルボン酸アミド等を使用しても差しつか
えないし、またマット剤等を加えることも何ら支障はない。
　このような疎水性重合体層を設けても導電性層の効果は実質的に影響を受けない。下塗
層を設ける場合には、特開昭５１－１３５５２６号公報、米国特許第３，１４３，４２１
号明細書、米国特許第３，５８６，５０８号明細書、米国特許第２，６９８，２３５号明
細書、米国特許第３，５６７，４５２号明細書等に記載されているような塩化ビニリデン
系共重合体、特開昭５１－１１４１２０号公報、米国特許第３，６１５，５５６号明細書
等に記載されているようなブタジエン等のジオレフイン系共重合体、特開昭５１－５８４
６９号公報等に記載されているようなグリシジルアクリレート又はグリシジルメタアクリ
レート含有共重合体、特開昭４８－２４９２３号公報等に記載されているようなポリアミ
ド・エピクロルヒドリン樹脂、特開昭５０－３９５３６号公報に記載されているような無
水マレイン酸含有共重合体等を用いることができる。また、特開昭５６－８２５０４号公
報、特開昭５６－１４３４４３号公報、特開昭５７－１０４９３１号公報、特開昭５７－
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１１８２４２号公報、特開昭５８－６２６４７号公報、特開昭６０－２５８５４１号公報
などに示されている導電性層も適宜用いることができる。
【００２４】
　前記導電性層を、基材フィルムと同一又は異なったプラスチック原料に含有させ、基材
フィルムを押し出す際に同時に共押し出しした場合には、接着性、耐傷性に優れた導電性
層を容易に得ることができる。この場合には、前記疎水性重合体層や下塗層を設ける必要
がなく、導電性層の特に好ましい実施態様である。
　前記導電性層を塗布する場合には、例えばローラーコート、エアナイフコート、グラビ
アコート、バーコート、カーテンコート等の通常の方法が採用できる。
【００２５】
　前記光散乱層転写材料を使用して帯電による静電ショックを防止するためには、導電性
層又は導電性を付与した支持体の表面電気抵抗値を１０１３Ω以下とすることが好ましく
、１０１２Ω以下とすることがより好ましい。滑り性を良化するため、又は該光散乱層の
仮支持体裏面との不都合な接着を防止するため、仮支持体の裏面に公知の微粒子含有滑り
性組成物や、シリコーン化合物を含有する離型剤組成物等を塗布することも有用である。
【００２６】
　前記仮支持体の、熱可塑性樹脂層を設けない側の面に導電性層を設ける場合には、該熱
可塑性樹脂層と仮支持体の接着力を上げるため、仮支持体に、例えばグロー放電処理、コ
ロナ処理、紫外線照射処理などの表面処理を行ったり、熱可塑性樹脂層中にクレゾールノ
ボラック樹脂やレゾルシン等のフェノール性物質を添加したり、基材にポリ塩化ビニリデ
ン樹脂、スチレンブタジエンゴム、ゼラチン等の下塗り処理を行ったり、更にこれらの処
理を組み合わせた処理を行うことができる。熱可塑性樹脂がアルカリ可溶性である場合に
は、これらの中で、コロナ処理後にゼラチンを下塗りしたポリエチレンテレフタレートフ
ィルムが特に優れた密着を与えるので好ましい。前記ゼラチン層の厚みは、０．０１μｍ
～２μｍが好ましい。
【００２７】
　また、熱可塑性樹脂層との密着力を向上する目的で、これらのシートに、グロー放電処
理、コロナ処理、紫外線照射処理などの表面処理、ポリ塩化ビニリデン樹脂、スチレンブ
タジエンゴム、ゼラチン等の下塗り処理、熱可塑性樹脂層中にクレゾールノボラック樹脂
やレゾルシン等のフェノール性物質の添加を行うこと、更にこれらの処理を組み合わせた
処理を行うことができる。これらの中で、ゼラチン下塗処理したポリエチレンテレフタレ
ートフィルムが、密着性が優れている点で好ましく、コロナ処理後にゼラチンを下塗りし
たポリエチレンテレフタレートフィルムが更に優れた密着を与えるので特に好ましい。前
記ゼラチン層の厚みは、０．０１μｍ～２μｍが好ましい。
【００２８】
＜熱可塑性樹脂層＞
　前記熱可塑性樹脂層として用いる有機高分子物質としては、ヴイカーＶｉｃａｔ法（具
体的にはアメリカ材料試験法エーエステーエムデーＡＳＴＭＤ１２３５によるポリマー軟
化点測定法）による軟化点が約８０℃以下の有機高分子物質より選ばれることが好ましい
。この理由は軟化点の低いポリマーを用いることにより、光散乱層転写材料を凹凸のある
基板上に熱と圧力で転写する際に下地の凹凸を完全に吸収し、気泡残りが全く無い状態で
転写することが可能となるためである。軟化点が高いポリマーを用いた場合は、高い温度
で転写する必要が有り、実作業上不利である。このような点から、熱可塑性樹脂層に用い
られる有機高分子物質としてはＶｉｃａｔ法による軟化点が８０℃以下であることが好ま
しく、６０℃以下がより好ましく、５０℃以下が更に好ましい。
　前記軟化点が８０℃以下のものとしては、例えばポリエチレン、ポリプロピレン等のポ
リオレフィン；エチレンと酢酸ビニル又はそのケン化物のようなエチレン共重合体、エチ
レンとアクリル酸エステル又はそのケン化物、ポリ塩化ビニル、塩化ビニルと酢酸ビニル
又はそのケン化物のような塩化ビニル共重合体、ポリ塩化ビニリデン、塩化ビニリデン共
重合体、ポリスチレン、スチレンと（メタ）アクリル酸エステル又はそのケン化物のよう
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なスチレン共重合体、ポリビニルトルエン、ビニルトルエンと（メタ）アクリル酸エステ
ル又はそのケン化物のようなビニルトルエン共重合体、ポリ（メタ）アクリル酸エステル
、（メタ）アクリル酸ブチルと酢酸ビニル等の（メタ）アクリル酸エステル共重合体、酢
酸ビニル共重合体ナイロン、共重合ナイロン、Ｎ－アルコキシメチル化ナイロン、Ｎ－ジ
メチルアミノ化ナイロンのようなポリアミド樹脂等の有機高分子などが挙げられる。更に
、「プラスチック性能便覧」（日本プラスチック工業連盟、全日本プラスチック成形工業
連合会編著、工業調査会発行、１９６８年１０月２５日発行）による軟化点が約８０℃以
下の有機高分子を使用することができる。
【００２９】
　これらの有機高分子物質中に該高分子物質と相溶性のある各種の可塑剤を添加して、実
質的な軟化点を下げることも可能であり、例えば、軟化点が８０℃以上の有機高分子物質
中に該高分子物質と相溶性のある各種の可塑剤を添加して実質的な軟化点を８０℃以下に
下げることができる。
【００３０】
　これら有機高分子物質の溶解特性は光散乱層の溶解特性に十分に一致させてもよいし、
光散乱層が全く溶解しない溶剤に可溶な溶解特性を持っていてもよい。またこれらの有機
高分子物質中に基材との接着力を調節するために実質的な軟化点が８０℃を超えない範囲
で各種のポリマー、過冷却物質、密着改良剤、界面活性剤、離型剤などを加えることが可
能である。
【００３１】
　前記熱可塑性樹脂層の厚みは、６μｍ以上が好ましい。これは、熱可塑性樹脂層の厚み
が５μｍ以下であると、１μｍ以上の下地の凹凸を完全に吸収することが不可能となるた
めである。また、上限については、性能的には特に限界は無いが、製造適性から１００μ
ｍ以下が好ましく、５０μｍ以下がより好ましい。
【００３２】
　前記熱可塑性樹脂層の材料としては、アルカリ可溶性光重合性樹脂が好適に用いられる
。該アルカリ可溶性光重合性樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができ、例えば（メタ）アクリル酸と（メタ）アクリル酸アルキルエステル（アルキ
ル基としては、メチル基、エチル基、ブチル基など）との共重合物、ポリ（メタ）アクリ
ル酸、スチレンと無水マレイン酸等の不飽和二塩基酸無水物との共重合物、該ポリマーと
アルコール類との反応物、セルロースの多塩基酸無水物との反応物などが挙げられる。
　上記ポリマーのうちでも、スチレン／無水マレイン酸共重合体、特開昭６０－２５８５
３９号公報記載のメタクリル酸メチル／メタクリル酸／メタクリル酸２－エチルヘキシル
／メタクリル酸ベンジル四元共重合体、特公昭５５－３８９６１号公報記載のスチレン／
マレイン酸モノ－ｎ－ブチルエステル共重合体、特公昭５４－２５９５７号公報記載のス
チレン／メタクリル酸メチル／アクリル酸エチル／メタクリル酸の四元共重合体、特開昭
５２－９９８１０号公報記載のメタクリル酸ベンジル／メタクリル酸共重合体、特公昭５
８－１２５７７号公報記載のアクリロニトリル／メタクリル酸２－エチルヘキシル／メタ
クリル酸の三元共重合体、特公昭５５－６２１０号公報記載のメタクリル酸メチル／アク
リル酸エチル／アクリル酸の三元共重合体とイソプロパノールで一部分エステル化したス
チレン／無水マレイン酸共重合体などが好ましい。
【００３３】
　前記熱可塑性樹脂は、分離層との間で離型性を示す必要があるが、このためにアルカリ
可溶熱可塑性樹脂中へ離型剤を添加することが好ましい。前記離型剤としては、シリコー
ン化合物やフッ素化アルキル基含有化合物が好適である。これらの中でも、シリコーン化
合物としてはダイセルＵＣＢ株式会社製エベクリル１３６０、エベクリル３５０；東芝シ
リコーン株式会社製ジメチルシリコーンオイルＴＳＦ４００、メチルフェニルシリコーン
オイルＴＳＦ４３００、シリコーンポリエーテル共重合体ＴＳＦ４４４５、ＴＳＦ４４４
６、ＴＳＦ４４６０、ＴＳＦ４４５２、などが挙げられる。フッ素化アルキル基含有化合
物としては、フッ素系界面活性剤、フッ素系グラフトポリマーが挙げられる。
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　前記フッ素系界面活性剤としては、例えば大日本インキ化学工業株式会社製パーフルオ
ロアルキル基・親水性基含有オリゴマーＦ－１７１、パーフルオロアルキル基・親油性基
含有オリゴマーＦ－１７３、パーフルオロアルキル基・親水性基・親油性基含有オリゴマ
ーＦ－１７７、パーフルオロアルキル基・親油性基含有ウレタンＦ－１８３、Ｆ－１８４
である。前記フッ素系グラフトポリマーとしては、例えば東亜合成化学株式会社製アロン
ＧＦ－３００、ＧＦ－１５０、などが挙げられる。
【００３４】
＜光熱変換層＞
　光散乱層転写材料にレーザー光を用いてレーザー転写する場合には、仮支持体と熱可塑
性樹脂層の間に、光熱変換層を設けることが好ましい。
　前記光熱変換層は、光熱変換材料、及びバインダーを含有してなり、更に必要に応じて
その他の成分を含有してなる。
【００３５】
　前記光熱変換材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば酸性カーボンブラック、塩基性カーボンブラック、中性カーボンブラックなど各種
カーボンブラック、分散性改良等のために表面修飾もしくは表面コートされた各種カーボ
ンブラック、ニグロシン類、アニリンブラック、シアニンブラック等の黒色顔料、フタロ
シアニン、ナフタロシアニン系の緑色顔料、カーボングラファイト、アルミニウム、鉄粉
、ジアミン系金属錯体、ジチオール系金属錯体、フェノールチオール系金属錯体、メルカ
プトフェノール系金属錯体、アリールアルミニウム金属塩類、結晶水含有無機化合物、硫
酸銅、硫化クロム、珪酸塩化合物、酸化チタン、酸化バナジウム、酸化マンガン、酸化鉄
、酸化コバルト、酸化タングステン、インジウムスズ酸化物等の金属酸化物等、又はこれ
らの金属の水酸化物、硫酸塩、更にビスマス、スズ、テルル、鉄、アルミニウムの金属粉
、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよ
い。これらの中でも、モリブデン、クロム、金、銀、銅、アルミニウム、及びこれらの合
金、並びにカーボンブラックから選択される少なくとも１種が特に好ましい。
【００３６】
　前記バインダーとしては、特に制限はなく、光熱変換剤を溶解乃至分散する公知のバイ
ンダーの中から適宜選択することができ、例えばセルロース、ニトロセルロース、エチル
セルロース等のセルロース誘導体類；アクリル酸エステルの単独重合体又は共重合体、ポ
リメチルメタクリレート、ポリブチルメタクリレート等のメタクリル酸エステルの単独重
合体又は共重合体、アクリル酸エステル－メタクリル酸エステル共重合体、ポリスチレン
、α－メチルスチレン等のスチレン系モノマーの単独重合体又は共重合体、ポリイソプレ
ン及びスチレン－ブタジエン共重合体等の各種合成ゴム類；ポリ酢酸ビニル等のビニルエ
ステル類の単独重合体；酢酸ビニル－塩化ビニル共重合体等のビニルエステル含有の共重
合体；ポリウレア、ポリウレタン、ポリエステル、ポリカーボネート等の縮合系各種ポリ
マー、「Ｊ.　Ｉｍａｇｉｎｇ　Ｓｃｉ.,Ｐ５９－６４,３０（２）,（１９８６）（Ｆｒ
ｅｃｈｅｔら）」、「Ｐｏｌｙｍｅｒｓ　ｉｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ（Ｓｙｍｐｏｓ
ｉｕｍ　Ｓｅｒｉｅｓ,Ｐ１１,２４２,Ｔ.Ｄａｖｉｄｓｏｎ,Ｅｄ.ＡＣＳ　Ｗａｓｈｉｎ
ｇｔｏｎ,ＤＣ（１９８４）（Ｉｔｏ,Ｗｉｌｌｓｏｎ））、「Ｍｉｃｒｏｅｌｅｃｔｒｏ
ｎｉｃ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ,Ｐ３－１０,１３（１９９１）（Ｅ.Ｒｅｉｃｈｍａｎ
ｉｓ,Ｌ.Ｆ.Ｔｈｏｍｐｓｏｎ）」などに記載のいわゆる「化学増幅系」に使用されるバ
インダーなどが挙げられる。
【００３７】
　前記その他の成分としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば界面活性剤、溶媒、各種添加剤などが挙げられる。
【００３８】
　前記光熱変換層の厚みは、レーザー光の透過率がほぼゼロ（０）となる厚みより厚く、
熱拡散の影響が発生しない厚みであり、１００ｎｍ～２００ｎｍが好ましく、１００ｎｍ
程度が特に好ましい。
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【００３９】
＜分離層＞
　前記分離層としては、水又はアルカリ水溶液に分散乃至溶解するものであれば特に制限
はなく、公知のものの中から適宜選択することができ、例えば、特開昭４６－２１２１号
公報、特公昭５６－４０８２４号公報に記載のポリビニルエーテル／無水マレイン酸重合
体、カルボキシアルキルセルロースの水溶性塩、水溶性セルロースエーテル類、カルボキ
シアルキル澱粉の水溶性塩、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、各種のポリ
アクリルアミド類、各種の水溶性ポリアミド、ポリアクリル酸の水溶性塩、ゼラチン、エ
チレンオキサイド重合体、各種の澱粉、又はその類似物からなる群の水溶性塩、スチレン
／マレイン酸の共重合体、マレイネート樹脂、などが挙げられる。これらの中でも、ポリ
ビニルアルコールとポリビニルピロリドンの組み合わせが特に好ましい。
　前記ポリビニルアルコールは、鹸化率が８０％以上であるものが好ましい。
　前記ポリビニルピロリドンの含有量は、前記分離層固形分の１質量％～７５質量％が好
ましい。前記含有量が、１質量％未満であると、光散乱層との十分な密着が得られず、７
５質量％を超えると、分離層上に塗布する光散乱層塗布液の塗布時に分離層が溶解してし
まい、分離層が形成できないことがある。
　前記分離層の厚みは、０．１μｍ～５μｍが好ましく、０．５μｍ～２μｍがより好ま
しい。前記厚みが、０．１μｍ未満であると、酸素の透過性が高すぎることがあり、５μ
ｍを超えると、塗布むらが生じやすくなることがある。
【００４０】
＜光散乱層＞
　前記光散乱層は、透光性樹脂と、光散乱粒子とを含み、屈折率調整用として無機微粒子
、更に必要に応じてその他の成分を含有してなる。
【００４１】
－透光性樹脂－
　前記透光性樹脂としては、少なくとも１５０℃以下の温度で軟化もしくは粘着性になる
ことが好ましく、熱可塑性であることが好ましい。公知の光重合性組成物を用いた層の大
部分はこの性質を有するが、一部の層については熱可塑性結合剤の添加あるいは相溶性の
可塑剤の添加によって更に改質することができる。
【００４２】
　前記透光性樹脂としては、主として紫外線・電子線によって硬化する樹脂、即ち、電離
放射線硬化型樹脂、電離放射線硬化型樹脂に熱可塑性樹脂と溶剤を混合したもの、熱硬化
型樹脂の３種類が使用される。
【００４３】
　前記透光性樹脂は、飽和炭化水素又はポリエーテルを主鎖として有するポリマーである
ことが好ましく、飽和炭化水素を主鎖として有するポリマーであることがより好ましい。
また、透光性樹脂は、架橋していることが好ましい。飽和炭化水素を主鎖として有するポ
リマーは、エチレン性不飽和モノマーの重合反応により得ることが好ましい。架橋してい
る透光性樹脂を得るためには、２つ以上のエチレン性不飽和基を有するモノマーを用いる
ことが好ましい。
【００４４】
　前記２つ以上のエチレン性不飽和基を有するモノマーとしては、例えば多価アルコール
と（メタ）アクリル酸とのエステル（例えば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレー
ト、１，４－ジクロヘキサンジアクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アク
リレート）、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパン
トリ（メタ）アクリレート、トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、ジペンタ
エリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）ア
クリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、１，３，５－シクロ
ヘキサントリオールトリメタクリレート、ポリウレタンポリアクリレート、ポリエステル
ポリアクリレート）、ビニルベンゼンの誘導体（例えば、１，４－ジビニルベンゼン、４
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－ビニル安息香酸－２－アクリロイルエチルエステル、１，４－ジビニルシクロヘキサノ
ン）、ビニルスルホン（例えば、ジビニルスルホン）、アクリルアミド（例えば、メチレ
ンビスアクリルアミド）、メタクリルアミド、などが挙げられる。これらは、１種単独で
使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも、少なくとも３つの官能
基を有するアクリレートもしくはメタアクリレートモノマー、更には少なくとも５つの官
能基を有するアクリレートモノマーが、膜硬度、即ち耐傷性の観点で好ましい。ジペンタ
エリスリトールペンタアクリレートとジペンタエリスリトールヘキサアクリレートの混合
物が市販されており、特に好ましく用いられる。
【００４５】
　これらのエチレン性不飽和基を有するモノマーは、各種の重合開始剤その他添加剤と共
に溶剤に溶解し、塗布し、乾燥させた後、電離放射線又は熱による重合反応により硬化す
ることができる。
【００４６】
　前記２つ以上のエチレン性不飽和基を有するモノマーの代わり又はそれに加えて、架橋
性基の反応により、架橋構造を導入してもよい。前記架橋性官能基としては、例えばイソ
シアナート基、エポキシ基、アジリジン基、オキサゾリン基、アルデヒド基、カルボニル
基、ヒドラジン基、カルボキシル基、メチロール基、活性メチレン基、などが挙げられる
。また、ビニルスルホン酸、酸無水物、シアノアクリレート誘導体、メラミン、エーテル
化メチロール、エステル及びウレタン、テトラメトキシシランのような金属アルコキシド
も、架橋構造を導入するためのモノマーとして利用できる。ブロックイソシアナート基の
ように、分解反応の結果として架橋性官能基を用いてもよい。即ち、前記架橋性官能基は
、すぐには反応を示すものではなくとも、分解した結果反応性を示すものであってもよい
。これら架橋性官能基を有するモノマーは塗布後、加熱することによって架橋構造を形成
することができる。
【００４７】
　前記２つ以上のエチレン性不飽和基を有するモノマーに加えて、高屈折率を有するモノ
マーを導入してもよい。前記高屈折率モノマーとしては、例えばビス（４－メタクリロイ
ルチオフェニル）スルフィド、ビニルナフタレン、ビニルフェニルスルフィド、４－メタ
クリロキシフェニル－４’－メトキシフェニルチオエーテル、などが挙げられる。これら
は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００４８】
　前記溶剤としては、例えば炭表数が３～１２のエーテル類、炭素数が３～１２のケトン
類、炭素数が３～１２のエステル類、２種類以上の官能基を有する有機溶媒；メタノール
、エタノール、１－プロパノール、２－プロパノール、１－ブタノール、２－ブタノール
、ｔｅｒｔ－ブタノール、１－ペンタノール、２－メチル－２－ブタノール、シクロヘキ
サノール、酢酸イソブチル、メチルイソブチルケトン、２－オクタノン、２－ペンタノン
、２－ヘキサノン、２－ヘプタノン、３－ペンタノン、３－ヘプタノン、４－ヘプタノン
、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよ
い。
　前記炭表数が３～１２のエーテル類としては、例えばジブチルエーテル、ジメトキシメ
タン、ジメトキシエタン、ジエトキシエタン、プロピレンオキシド、１,４－ジオキサン
、１，３－ジオキソラン、１,３,５－トリオキサン、テトラヒドロフラン、アニソール、
フェネトールなどが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併
用してもよい。
　前記炭素数が３～１２のケトン類としては、例えばアセトン、メチルエチルケトン、ジ
エチルケトン、ジプロピルケトン、ジイソブチルケトン、シクロペンタノン、シクロヘキ
サノン、メチルシクロヘキサノン、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用しても
よいし、２種以上を併用してもよい。
　前記炭素数が３～１２のエステル類としては、例えば蟻酸エチル、蟻酸プロピル、蟻酸
ｎ－ペンチル、酢酸メチル、酢酸エチル、プロピオン酸メチル、プロピオン醸エチル、酢
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酸ｎ－ペンチル、γ－プチロラクトン、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用し
てもよいし、２種以上を併用してもよい。
　前記２種類以上の官能基を有する有機溶媒としては、例えば２－メトキシ酢酸メチル、
２－エトキシ酢酸メチル、２－エトキシ酢酸エチル、２－エトキシプロピオン酸エチル、
２－メトキシエタノール、２－プロポキシエタノール、２－ブトキシエタノール、１，２
－ジアセトキシアセトン、アセチルアセトン、ジアセトンアルコール、アセト酢酸メチル
、アセト酢酸エチル、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種
以上を併用してもよい。
【００４９】
　上記のような電離放射線硬化型樹脂組成物の硬化方法としては、前記電離放射線硬化型
樹脂組成物の通常の硬化方法、即ち、電子線又は紫外線の照射によって硬化することがで
きる。
　例えば、電子線硬化の場合には、コックロフワルトン型、バンデグラフ型、共振変圧型
、絶縁コア変圧器型、直線型、ダイナミトロン型、高周波型等の各種電子線加速器から放
出される５０ｋｅＶ～１０００ｋｅＶ、好ましくは１００ｋｅＶ～３００ｋｅＶのエネル
ギーを有する電子線等が使用され、紫外線硬化の場合には超高圧水銀灯、高圧水銀灯、低
圧水銀灯、カーボンアーク、キセノンアーク、メタルハライドランプ等の光線から発する
紫外線等が利用できる。
【００５０】
－光散乱粒子－
　前記光散乱粒子としては、特に制限はなく、有機微粒子であっても、無機微粒子であっ
てもよい。
　前記有機微粒子としては、例えばポリメチルメタクリレートビーズ、アクリル－スチレ
ン共重合体ビーズ、メラミンビーズ、ポリカーボネートビーズ、ポリスチレンビーズ、架
橋ポリスチレンビーズ、ポリ塩化ビニルビーズ、ベンゾグアナミン－メラミンホルムアル
デヒドビーズ、などが挙げられる。
　前記無機微粒子としては、例えばＳｉＯ２、ＺｒＯ２、ＴｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、Ｉｎ２

Ｏ３、ＺｎＯ、ＳｎＯ２、Ｓｂ２Ｏ３、などが挙げられる。
　前記光散乱粒子の平均粒径は、５０ｎｍ～３００ｎｍであることが好ましく、１５０ｎ
ｍ～２５０ｎｍであることがより好ましい。前記平均粒径が、５０ｎｍ未満であると、そ
の粒子は光をほとんど散乱しないため、光取り出し効率向上の効果が得られなくなること
があり、３００ｎｍを超えると、粒子の分布が散乱層表面に凹凸を形成するため、転写の
際に隙間ができたり、密着性に面内分布ができることにより、転写性を損なうことがある
。
　前記光散乱粒子の平均粒径は、例えば日機装株式会社製ナノトラックＵＰＡ－ＥＸ１５
０といった動的光散乱法を利用した装置や、電子顕微鏡写真の画像処理により測定するこ
とができる。
【００５１】
－無機微粒子－
　前記光散乱層には、上記材料に加えて、高屈折率を有する金属酸化物超微粒子等の無機
微粒子を含有させてもよい。
　前記高屈折率を有する金属酸化物超微粒子としては、ジルコニウム、チタン、アルミニ
ウム、インジウム、亜鉛、錫、及びアンチモンから選ばれる少なくとも１種の酸化物から
なる粒径１００ｎｍ以下の微粒子を含有することが好ましく、５０ｎｍ以下の微粒子を含
有することがより好ましい。
　具体的には、ＺｒＯ２、ＴｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、Ｉｎ２Ｏ３、ＺｎＯ、ＳｎＯ２、Ｓｂ

２Ｏ３、ＩＴＯ等が挙げられる。これらの中でも、ＺｒＯ２が特に好ましい。高屈折率の
モノマーや金属酸化物超微粒子の添加量は、前記透光性樹脂全質量の１０質量％～９０質
量％であることが好ましく、２０質量％～８０質量％であることが更に好ましい。
【００５２】
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　また、上記材料に加えて、これに低屈折率を有する超微粒子等を含有させてもよい。該
低屈折率を有する超微粒子としては、粒径１００ｎｍ以下、好ましくは５０ｎｍ以下のシ
リカ微粒子を含有することが好ましい。また粒子中に空気を含有してより低屈折率を発現
する中空シリカを用いてもよい。低屈折率の超微粒子の添加量は、接着剤の全質量の１０
質量％～９０質量％であることが好ましく、２０質量％～８０質量％であることがより好
ましい。
【００５３】
　前記光散乱層の厚みは、０．５μｍ～５μｍが好ましく、０．７５μｍ～３μｍがより
好ましい。前記厚みが、０．５μｍ未満であると、十分な光散乱量を得られないため、光
取り出し効率向上の効果が得られなくなることがあり、５μｍを超えると、転写の際に基
板との剥離状態に面内分布ができて輝度ムラが発生することがある。
【００５４】
　前記光散乱層は、（１）屈折率が１．６以上の高屈折率の透光性樹脂と、該透光性樹脂
との屈折率差が０．０５以上の光散乱粒子とを含有する態様、（２）屈折率が２．０以上
の高屈折率の光散乱粒子を含有する態様、などが好ましい。
　前記（１）の屈折率が１．６以上の高屈折率の透光性樹脂としては、例えばＺｒＯ２の
微粒子を含有したジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、などが挙げられ
る。
　前記透光性樹脂との屈折率差が０．０５以上の光散乱粒子としては、例えばＳｉＯ２、
ＺｒＯ２、ＴｉＯ２などが挙げられる。
　前記（２）の屈折率が２．０以上の高屈折率の光散乱粒子としては、例えばＺｒＯ２、
ＴｉＯ２などが挙げられる。
【００５５】
＜被覆シート＞
　前記光散乱層の上には、貯蔵の際の汚染や損傷から保護するために薄い被覆シートを設
けることが好ましい。
　前記被覆シートは、仮支持体と同じか又は類似の材料からなってもよいが、光散乱層か
ら容易に分離されねばならない。被覆シート材料としては、例えばシリコーン紙、ポリオ
レフィンもしくはポリテトラフルオルエチレンシートが好ましく、ポリエチレンフィルム
又はポリプロピレンフィルムがより好ましい。
　前記被覆シートの厚みは、５μｍ～１００μｍが好ましく、１０μｍ～３０μｍがより
好ましい。
【００５６】
＜光散乱層転写材料の製造方法＞
　本発明の光散乱層転写材料は、例えば、（１）仮支持体上にレーザー転写する場合には
光熱変換層塗布液を塗布し、乾燥することにより光熱変換層を形成し、該光熱変換層上に
熱可塑性樹脂層溶液を塗布し、乾燥することにより熱可塑性樹脂層を設け、その後熱可塑
性樹脂層上に熱可塑性樹脂層を溶解しない溶剤からなる分離層材料の溶液を塗布し、乾燥
し、その後、光散乱層を分離層を溶解しない溶剤で塗布し、乾燥して製造される。（２）
別の被覆シート上に光散乱層を設けて、前記の仮支持体上に熱可塑性樹脂層及び分離層を
有するシートの両方のシートを分離層と光散乱層が接するように相互に貼り合わせること
により製造される。（３）別の被覆シートとして、熱可塑性樹脂層を有する仮支持体を用
意し、この熱可塑性樹脂層を、被覆シート上の光散乱層及び分離層からなるシートの分離
層とを貼り合わせることにより製造される。
【００５７】
　なお、塗布により熱可塑性樹脂層を設けた仮支持体の代わりに、熱可塑性樹脂のシート
と仮支持体シートを接着した２層又は多層シートを用いることもできる。
　前記熱可塑性樹脂のシートとしては、前記熱可塑性樹脂層の材料と同様なものを使用で
きるが、これらの中でも、ポリエチレンフィルム又はポリプロピレンフィルムが特に好ま
しい。
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　仮支持体上にポリエチレンフィルム又はポリプロピレンフィルムを設ける方法としては
、例えば（１）仮支持体上にポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニル、エポキシ樹脂、ポリウレ
タン、天然ゴム、合成ゴム等の溶液を塗布することにより接着剤層を設け、この上にポリ
エチレンフィルム又はポリプロピレンフィルムを加圧・加熱下に張り合わせる方法、（２
）エチレン／酢酸ビニル共重合体、エチレン／アクリル酸エステル共重合体、ポリアミド
樹脂、石油樹脂、ロジン類、ワツクス類の混合物からなる接着剤を加熱溶融して基材上に
塗布した後で直ちにポリエチレンフィルム又はポリプロピレンフィルムを張り合わせる方
法、（３）ポリエチレンやポリプロピレンを溶融状態にして、押し出し機によりフィルム
状に押し出し、溶融状態のまま仮支持体を圧着してラミネートする方法、などが挙げられ
る。
【００５８】
＜転写方法＞
　本発明の光散乱層転写材料を用いた光散乱層の転写方法について説明する。
　まず、光散乱層転写材料の被覆シートを取除き、光散乱層を加圧、加温下で被転写体上
に貼り合わせる。貼り合わせには、従来公知のラミネーター、真空ラミネーターが使用で
き、より生産性を高めるためには、オートカットラミネーターの使用も可能である。その
後、仮支持体と熱可塑性樹脂層を剥がして、光散乱層が形成される。
　ここで、図３に示すように、まず、光散乱層転写材料の被覆シートを剥離し、光散乱層
１２面を有機ＥＬ表示装置のバリア層１１上にラミネーター１４を用いて加圧、加熱して
貼り合わせ、続いて、仮支持体１３を除去し、有機ＥＬ表示装置のバリア層１１上に光散
乱層１２を転写することができる。なお、図３では、光散乱層転写材料の熱可塑性樹脂層
、及び分離層は省略している。
【００５９】
　また、本発明のレーザー転写用光散乱層転写材料を用い光散乱層の転写方法について説
明する。
　まず、光散乱層転写材料の被覆シートを取除き、光散乱層を加圧、加温下で被転写体上
に貼り合わせる。貼り合わせには、従来公知のラミネーター、真空ラミネーターが使用で
き、より生産性を高めるためには、オートカットラミネーターの使用も可能である。その
後、積層体の光熱変換層位置に焦点を合わせたレーザー光を照射し、仮支持体と熱可塑性
樹脂層を剥がして、光散乱層が形成される。
　レーザー光は集光させることにより微小な領域の光強度を高めることが容易なため、本
発明における光熱変換材料に光を照射して熱を発生させるのに適している。照射に用いる
レーザーの波長域としては、紫外線から赤外領域のものが利用可能であり、またレーザー
の方式としては、連続波方式、パルス方式共に利用可能であり、レーザー媒質としては、
例えばガスレーザー、半導体レーザー、紫外線励起色素レーザー、ファイバーアンプレー
ザー等が利用可能である。
　レーザー光はＸＹステージやポリゴンミラーなどを用いて、転写材料上を走査させるこ
とにより、光散乱層全面を均一に転写することが可能である。また走査しながらレーザー
光の出力にオンオフを与えることにより、パターニングされた光散乱層を形成することも
可能である。
【００６０】
　ここで、図４に示すように、まず、光散乱層転写材料の被覆シートを剥離し、光散乱層
１２面を有機ＥＬ表示装置のバリア層１１上にラミネーターを用いて加圧して貼り合わせ
た。この積層体に、光熱変換層１５位置に焦点を合わせたレーザー光１６を照射し、光散
乱層１２を有機ＥＬ表示装置のバリア層１１上に転写した。続いて、仮支持体を除去し、
有機ＥＬ表示装置のバリア層上に光散乱層を形成することができる。なお、図４では、光
散乱層転写材料の熱可塑性樹脂層、及び分離層は省略している。
【００６１】
　本発明の光散乱層転写材料は、水及び溶剤を含まないので、有機ＥＬ表示装置にダメー
ジを与えることなく、光散乱層を効率よく形成することができるので、以下に説明する有
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機ＥＬ表示装置の負極（又はバリア層）上への光散乱層の作製に好適である。
【００６２】
（有機ＥＬ表示装置及び有機ＥＬ表示装置の製造方法）
　本発明の有機ＥＬ表示装置は、ガラス基板上に、正極、有機ＥＬ層、負極、及びバリア
層をこの順に有し、前記バリア層上に、本発明の前記光散乱層転写材料を用いて形成され
た光散乱層を有し、更に正孔注入層、正孔輸送層、電子注入層、電子輸送層、バリア層な
どを有してもよく、またこれらの各層はそれぞれ他の機能を備えたものであってもよい。
各層の形成にはそれぞれ種々の材料を用いることができる。
　本発明の有機ＥＬ表示装置の製造方法は、ガラス基板上に、正極、有機ＥＬ層、負極、
及びバリア層をこの順に有する有機ＥＬ表示装置の製造方法であって、
　第１形態では、本発明の前記光散乱層転写材料を、ラミネーターにより光散乱層側の面
が前記バリア層と接するように貼り付ける。
　第２形態では、本発明の前記光散乱層転写材料を、光散乱層側の面が前記バリア層と接
するように貼り付け、仮支持体側から光熱変換層位置に光を照射する。
【００６３】
－正極－
　前記正極は、正孔注入層、正孔輸送層、発光層などに正孔を供給するものであり、金属
、合金、金属酸化物、電気伝導性化合物、又はこれらの混合物などを用いることができ、
好ましくは仕事関数が４ｅＶ以上の材料である。具体例としては酸化スズ、酸化亜鉛、酸
化インジウム、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）等の導電性金属酸化物、あるいは金、銀、
クロム、ニッケル等の金属、更にこれらの金属と導電性金属酸化物との混合物又は積層物
、ヨウ化銅、硫化銅などの無機導電性物質、ポリアニリン、ポリチオフェン、ポリピロー
ルなどの有機導電性材料、及びこれらとＩＴＯとの積層物などが挙げられ、好ましくは、
導電性金属酸化物であり、特に、生産性、高導電性、透明性等の点からＩＴＯが好ましい
。
　前記正極の厚みは、特に制限はなく、材料により適宜選択可能であるが、１０ｎｍ～５
μｍが好ましく、５０ｎｍ～１μｍがより好ましく、１００ｎｍ～５００ｎｍが更に好ま
しい。
【００６４】
　前記正極としては、通常、ソーダライムガラス、無アルカリガラス、透明樹脂基板など
の上に層形成したものが用いられる。ガラスを用いる場合、その材質については、ガラス
からの溶出イオンを少なくするため、無アルカリガラスを用いることが好ましい。また、
ソーダライムガラスを用いる場合、シリカなどのバリアコートを施したものを使用するこ
とが好ましい。
　前記基板の厚みは、機械的強度を保つのに十分であれば特に制限はないが、ガラスを用
いる場合には、０．２ｍｍ以上が好ましく、０．７ｍｍ以上がより好ましい。
【００６５】
　前記透明樹脂基板としては、バリアフィルムを用いることもできる。該バリアフィルム
とは、プラスチック支持体上にガス不透過性のバリア層を設置したフィルムである。バリ
アフィルムとしては、酸化ケイ素や酸化アルミニウムを蒸着したもの（特公昭５３－１２
９５３号公報、特開昭５８－２１７３４４号公報）、有機無機ハイブリッドコーティング
層を有するもの（特開２０００－３２３２７３号公報、特開２００４－２５７３２号公報
）、無機層状化合物を有するもの（特開２００１－２０５７４３号公報）、無機材料を積
層したもの（特開２００３－２０６３６１号公報、特開２００６－２６３９８９号公報）
、有機層と無機層を交互に積層したもの（特開２００７－３０３８７号公報、米国特許第
６４１３６４５号明細書、Affinitoら著　Thin　Solid　Films　1996年　290-291頁）、
有機層と無機層を連続的に積層したもの（米国特許出願公開公報２００４－４６４９７号
明細書）などが挙げられる。
【００６６】
　前記正極の作製には、材料によって種々の方法が用いられるが、例えばＩＴＯの場合、
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電子ビーム法、スパッタリング法、抵抗加熱蒸着法、化学反応法（ゾル－ゲル法など）、
酸化インジウムスズの分散物の塗布などの方法で膜形成される。正極は洗浄その他の処理
により、表示装置の駆動電圧を下げたり、発光効率を高めることも可能である。例えばＩ
ＴＯの場合、ＵＶ－オゾン処理などが効果的である。
【００６７】
－負極－
　前記負極は、電子注入層、電子輸送層、発光層などに電子を供給するものであり、電子
注入層、電子輸送層、発光層などの負極と隣接する層との密着性やイオン化ポテンシャル
、安定性等を考慮して選ばれる。
　前記負極の材料としては、金属、合金、金属酸化物、電気伝導性化合物、又はこれらの
混合物を用いることができ、具体例としてはアルカリ金属（例えばＬｉ、Ｎａ、Ｋ等）又
はそのフッ化物、アルカリ土類金属（例えばＭｇ、Ｃａ等）又はそのフッ化物、金、銀、
鉛、アルミニウム、ナトリウム－カリウム合金又はそれらの混合金属、リチウム－アルミ
ニウム合金又はそれらの混合金属、マグネシウム－銀合金又はそれらの混合金属、インジ
ウム、イッテリビウム等の希土類金属等が挙げられる。これらの中でも、好ましくは仕事
関数が４ｅＶ以下の材料であり、より好ましくはアルミニウム、リチウム－アルミニウム
合金又はそれらの混合金属、マグネシウム－銀合金又はそれらの混合金属等である。
　前記負極の厚みは、特に制限はなく、材料により適宜選択可能であるが、１０ｎｍ～５
μｍが好ましく、５０ｎｍ～１μｍがより好ましく、１００ｎｍ～１μｍが更に好ましい
。
　前記負極の作製には、例えば電子ビーム法、スパッタリング法、抵抗加熱蒸着法、コー
ティング法などの方法が用いられ、金属を単体で蒸着することも、二成分以上を同時に蒸
着することもできる。更に、複数の金属を同時に蒸着して合金電極を形成することも可能
であり、またあらかじめ調整した合金を蒸着させてもよい。
　前記正極及び負極のシート抵抗は低い方が好ましく、数百Ω／□以下が好ましい。
【００６８】
　前記負極上に前記バリアフィルムを貼り合せて、ガスの浸入を防ぐともに、ディスプレ
イ表面に保護層を形成してもよい。
【００６９】
－発光層－
　前記発光層の材料は、電界印加時に正極又は正孔注入層、正孔輸送層から正孔を注入す
ることができると共に負極又は電子注入層、電子輸送層から電子を注入することができる
機能や、注入された電荷を移動させる機能、正孔と電子の再結合の場を提供して発光させ
る機能を有する層を形成することができるものであれば何でもよい。前記発光層材料とし
ては、例えばベンゾオキサゾール誘導体、ベンゾイミダゾール誘導体、ベンゾチアゾール
誘導体、スチリルベンゼン誘導体、ポリフェニル誘導体、ジフェニルブタジエン誘導体、
テトラフェニルブタジエン誘導体、ナフタルイミド誘導体、クマリン誘導体、ペリレン誘
導体、ペリノン誘導体、オキサジアゾール誘導体、アルダジン誘導体、ピラリジン誘導体
、シクロペンタジエン誘導体、ビススチリルアントラセン誘導体、キナクリドン誘導体、
ピロロピリジン誘導体、チアジアゾロピリジン誘導体、シクロペンタジエン誘導体、スチ
リルアミン誘導体、芳香族ジメチリディン化合物、８－キノリノール誘導体の金属錯体や
希土類錯体に代表される各種金属錯体；ポリチオフェン、ポリフェニレン、ポリフェニレ
ンビニレン等のポリマー化合物、などが挙げられる。
　前記発光層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、１ｎｍ
～５μｍが好ましく、５ｎｍ～１μｍがより好ましく、１０ｎｍ～５００ｎｍが更に好ま
しい。
　前記発光層の形成方法は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば抵抗加熱蒸着、電子ビーム、スパッタリング、分子積層法、コーティング法（スピン
コート法、キャスト法、ディップコート法など）、ＬＢ法などの方法が挙げられる。これ
らの中でも、抵抗加熱蒸着、コーティング法が特に好ましい。
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【００７０】
－正孔注入層、正孔輸送層－
　前記正孔注入層、正孔輸送層の材料は、正極から正孔を注入する機能、正孔を輸送する
機能、負極から注入された電子を障壁する機能のいずれかを有しているものであればよい
。その具体例としては、カルバゾール誘導体、トリアゾール誘導体、オキサゾール誘導体
、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体、ピラゾ
リン誘導体、ピラゾロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘導体、ア
ミノ置換カルコン誘導体、スチリルアントラセン誘導体、フルオレノン誘導体、ヒドラゾ
ン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、芳香族第三級アミン化合物、スチリルア
ミン化合物、芳香族ジメチリディン系化合物、ポルフィリン系化合物、ポリシラン系化合
物、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）誘導体、アニリン系共重合体、チオフェンオリゴマ
ー、ポリチオフェン等の導電性高分子オリゴマー、などが挙げられる。
　前記正孔注入層、正孔輸送層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができ、例えば１ｎｍ～５μｍが好ましく、５ｎｍ～１μｍがより好ましく、１０ｎｍ
～５００ｎｍが更に好ましい。
　前記正孔注入層、正孔輸送層は、上述した材料の１種又は２種以上からなる単層構造で
あってもよいし、同一組成又は異種組成の複数層からなる多層構造であってもよい。
　前記正孔注入層、正孔輸送層の形成方法としては、真空蒸着法やＬＢ法、前記正孔注入
輸送剤を溶媒に溶解又は分散させてコーティングする方法（スピンコート法、キャスト法
、ディップコート法など）が用いられる。コーティング法の場合、樹脂成分と共に溶解又
は分散することができ、樹脂成分としては例えば、ポリ塩化ビニル、ポリカーボネート、
ポリスチレン、ポリメチルメタクリレート、ポリブチルメタクリレート、ポリエステル、
ポリスルホン、ポリフェニレンオキシド、ポリブタジエン、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾー
ル）、炭化水素樹脂、ケトン樹脂、フェノキシ樹脂、ポリアミド、エチルセルロース、酢
酸ビニル、ＡＢＳ樹脂、ポリウレタン、メラミン樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、アルキ
ド樹脂、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、などが挙げられる。
【００７１】
－電子注入層、電子輸送層－
　前記電子注入層、電子輸送層の材料は、負極から電子を注入する機能、電子を輸送する
機能、正極から注入された正孔を障壁する機能のいずれか有しているものであればよい。
その具体例としては、トリアゾール誘導体、オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導
体、フルオレノン誘導体、アントラキノジメタン誘導体、アントロン誘導体、ジフェニル
キノン誘導体、チオピランジオキシド誘導体、カルボジイミド誘導体、フルオレニリデン
メタン誘導体、ジスチリルピラジン誘導体、ナフタレンペリレン等の複素環テトラカルボ
ン酸無水物、フタロシアニン誘導体、８－キノリノール誘導体の金属錯体やメタルフタロ
シアニン、ベンゾオキサゾールやベンゾチアゾールを配位子とする金属錯体に代表される
各種金属錯体等が挙げられる。
　前記電子注入層、電子輸送層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができ、１ｎｍ～５μｍが好ましく、５ｎｍ～１μｍがより好ましく、１０ｎｍ～５０
０ｎｍが更に好ましい。
　前記電子注入層、電子輸送層は、上述した材料の１種又は２種以上からなる単層構造で
あってもよいし、同一組成又は異種組成の複数層からなる多層構造であってもよい。
　前記電子注入層、電子輸送層の形成方法としては、真空蒸着法やＬＢ法、前記電子注入
輸送剤を溶媒に溶解又は分散させてコーティングする方法（スピンコート法、キャスト法
、ディップコート法など）などが用いられる。コーティング法の場合、樹脂成分と共に溶
解又は分散することができ、樹脂成分としては、例えば、正孔注入輸送層の場合に例示し
たものが適用できる。
【００７２】
－バリア層－
　前記バリア層としては、大気中の酸素、水分、窒素酸化物、硫黄酸化物、オゾン等の透
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過を防ぐという機能を有する限り、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
きる。
　前記バリア層の材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、ＳｉＮ、ＳｉＯＮ、などが挙げられる。
　前記バリア層の厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、５ｎｍ～１，０００ｎｍが好ましく、７ｎｍ～７５０ｎｍがより好ましく、１０ｎ
ｍ～５００ｎｍが特に好ましい。前記バリア層の厚みが、５ｎｍ未満であると、大気中の
酸素及び水分の透過を防ぐバリア機能が不充分であることがあり、１，０００ｎｍを超え
ると、光線透過率が低下し、透明性を損なうことがある。
　前記バリア層の光学的性質は、光線透過率が８０％以上が好ましく、８５％以上がより
好ましく、９０％以上が更に好ましい。
　前記バリア層の形成方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、例えば、ＣＶＤ法などが挙げられる。
【００７３】
　本発明の有機ＥＬ表示装置は、本発明の前記光散乱層転写材料を用いて形成した光散乱
層を有しているので、光取り出し効率に優れ、輝度ムラの少ない高品質なものである。
【実施例】
【００７４】
　以下、本発明の実施例を説明するが、本発明は、これらの実施例に何ら限定されるもの
ではない。
【００７５】
（製造例１）
＜有機ＥＬ表示装置の作製＞
　まず、絶縁性基板上にバッファ層を介してＴＦＴを形成し、次いで、全面にＳｉＮ膜か
らなる層間絶縁膜層を堆積させたのち、通常のフォトエッチング工程を用いてソース領域
及びドレイン領域に達するコンタクトホールをそれぞれ形成した。
【００７６】
　次いで、全面にＡｌ／Ｔｉ／Ａｌ多層構造導電層を堆積させたのち、通常のフォトエッ
チング工程を用いてパターニングすることによって、ＴＦＴ部上にも延在するようにソー
ス電極を形成するとともに、ドレイン電極を形成した。なお、ソース電極は、共通ソース
線から４つの分岐線に分岐している。
【００７７】
　次いで、スピンコート法を用いて全面に感光性樹脂を塗布して層間絶縁膜とし、この層
間絶縁膜を所定のマスクを用いて露光した後、所定の現像液を用いて現像することによっ
て、ソース電極の分岐線に対するコンタクトホールを形成した。なお、便宜的に共通ソー
ス線に対してコンタクトホールが形成されている。
【００７８】
　次いで、スパッタ法によりアルミニウム（Ａｌ）膜を全面に堆積させたのち、通常のフ
ォトエッチング工程を用いて所定の形状にパターニングすることによって、コンタクトホ
ールを介してソース電極の分岐線に接続する分割正極を形成した。
【００７９】
　次いで、マスク蒸着法を用いて画素開口部の底部に露出している分割正極を覆う有機Ｅ
Ｌ層を形成したのち、再びマスク蒸着法を用いて有機ＥＬ層を覆う厚みが１０ｎｍのＡｌ
膜と、厚みが３０ｎｍのＩＴＯ膜を順次堆積させて共通負極を形成し、各分割正極に対応
する領域がそれぞれ分割画素部となる。
【００８０】
　この場合、有機ＥＬ層１３０は、分割正極側から順に、正孔注入層として２－ＴＮＡＴ
Ａ（４，４’，４”－トリス（２－ナフチルフェニルアミノ）トリフェニルアミン）膜、
正孔輸送層としてα－ＮＰＤ〔Ｎ，Ｎ’－ビス（１－ナフチル）－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル
－１，１’－ビフェニル－４，４’－ジアミン〕膜、発光層としてＡｌｑ３（８－キノリ
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ノールアルミニウム錯体）を積層して構成した。
【００８１】
　次いで、全面にＣＶＤ法によりＳｉＮ膜、ＳＩＯＮ膜を順次堆積させて厚みが５００ｎ
ｍのバリア層を形成した。
　次に、バリア層上に、後述する実施例及び比較例により光散乱層１７０を形成し、該光
散乱層上に、透明基板としてガラス板１６０を貼り付けた。
　以上により、図２に示すＴＦＴ基板上１１０に正極１２０、その上に順次有機ＥＬ層１
３０、負極１４０、バリア層１５０、光散乱層１７０、透明基板１６０からなる有機ＥＬ
表示装置を作製した。
【００８２】
（調製例１）
＜光散乱層用塗布液Ｓ１の調製＞
　以下に示す処方の光散乱層用塗布液Ｓ１を調製した。
－光散乱層用塗布液Ｓ１の処方－
　・ジルコニア微粒子含有ハードコート組成液（デソライトＺ７４０４、ＪＳＲ株式会社
製）・・・１０００ｇ
　・ＵＶ硬化性樹脂（ＤＰＨＡ、日本化薬株式会社製）・・・３１０ｇ
　・シランカップリング剤（ＫＢＭ－５１０３、信越化学工業株式会社製）・・・１００
ｇ
　・シリカ粒子（ＫＥ－Ｐ１０、粒径０．１μｍ、日本触媒株式会社製）・・・８５ｇ
　・メチルエチルケトン（ＭＥＫ）・・・２９０ｇ
　・メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）・・・１３０ｇ
　なお、シリカ粒子の平均粒径は、日機装株式会社製ナノトラックＵＰＡ－ＥＸ１５０を
用い、数平均粒径を測定した。
【００８３】
（調製例２）
＜光散乱層用塗布液Ｓ２の調製＞
　以下に示す処方の光散乱層用塗布液Ｓ２を調製した。
－光散乱層用塗布液Ｓ２の処方－
　・ジルコニア微粒子含有ハードコート組成液（デソライトＺ７４０４、ＪＳＲ株式会社
製）・・・１０００ｇ
　・ＵＶ硬化性樹脂（ＤＰＨＡ、日本化薬株式会社製）・・・３１０ｇ
　・シランカップリング剤（ＫＢＭ－５１０３、信越化学工業株式会社製）・・・１００
ｇ
　・シリカ粒子含有液（スノーテックスＸＬ、平均粒径５０ｎｍ、固形分濃度４０質量％
、日産化学工業株式会社製）・・・２１０ｇ
　・メチルエチルケトン（ＭＥＫ）・・・２９０ｇ
　・メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）・・・１３０ｇ
　なお、シリカ粒子の平均粒径は、日機装株式会社製ナノトラックＵＰＡ－ＥＸ１５０を
用い、数平均粒径を測定した。
【００８４】
（調製例３）
＜光散乱層用塗布液Ｓ３の調製＞
　以下に示す処方の光散乱層用塗布液Ｓ３を調製した。
－光散乱層用塗布液Ｓ３の処方－
　・ジルコニア微粒子含有ハードコート組成液（デソライトＺ７４０４、ＪＳＲ株式会社
製）・・・１０００ｇ
　・ＵＶ硬化性樹脂（ＤＰＨＡ、日本化薬株式会社製）・・・３１０ｇ
　・シランカップリング剤（ＫＢＭ－５１０３、信越化学工業株式会社製）・・・１００
ｇ
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　・シリカ粒子含有液（商品名：オスカル、平均粒径３００ｎｍ、固形分濃度１０質量％
、触媒化成工業株式会社製）・・・８５０ｇ
　・メチルエチルケトン（ＭＥＫ）・・・２９０ｇ
　・メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）・・・１３０ｇ
　なお、シリカ粒子の平均粒径は、日機装株式会社製ナノトラックＵＰＡ－ＥＸ１５０を
用い、数平均粒径を測定した。
【００８５】
（調製例４）
＜光散乱層用塗布液Ｓ４の調製＞
　以下に示す処方の光散乱層用塗布液Ｓ４を調製した。
－光散乱層用塗布液Ｓ４の処方－
　・ジルコニア微粒子含有ハードコート組成液（デソライトＺ７４０４、ＪＳＲ株式会社
製）・・・１０００ｇ
　・ＵＶ硬化性樹脂（ＤＰＨＡ、日本化薬株式会社製）・・・３１０ｇ
　・シランカップリング剤（ＫＢＭ－５１０３、信越化学工業株式会社製）・・・１００
ｇ
　・シリカ粒子含有液（商品名「ＩＰＡ-ＳＴ」、平均粒径４００ｎｍ、固形分濃度３３
質量％、日産化学工業株式会社製）・・・２５５ｇ
　・メチルエチルケトン（ＭＥＫ）・・・２９０ｇ
　・メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）・・・１３０ｇ
　なお、シリカ粒子の平均粒径は、日機装株式会社製ナノトラックＵＰＡ－ＥＸ１５０を
用い、数平均粒径を測定した。
【００８６】
（調製例５）
＜光散乱層用塗布液Ｓ５の調製＞
　以下に示す処方の光散乱層用塗布液Ｓ５を調製した。
－光散乱層用塗布液Ｓ５の処方－
　・ジルコニア微粒子含有ハードコート組成液（デソライトＺ７４０４、ＪＳＲ株式会社
製）・・・１０００ｇ
　・ＵＶ硬化性樹脂（ＤＰＨＡ、日本化薬株式会社製）・・・３１０ｇ
　・シランカップリング剤（ＫＢＭ－５１０３、信越化学工業株式会社製）・・・１００
ｇ
　・シリカ粒子含有液（商品名：ＭＥＫ－ＳＴ、平均粒径３０ｎｍ、固形分濃度３０質量
％、日産化学工業株式会社製）・・・２９０ｇ
　・メチルエチルケトン（ＭＥＫ）・・・２９０ｇ
　・メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）・・・１３０ｇ
　また、シリカ粒子の平均粒径は、日機装株式会社製ナノトラックＵＰＡ－ＥＸ１５０を
用い、数平均粒径を測定した。
【００８７】
（調製例６）
＜光散乱層用塗布液Ｓ６の調製＞
　以下に示す処方の光散乱層用塗布液Ｓ６を調製した。
－光散乱層用塗布液Ｓ６の処方－
　・ジルコニア微粒子含有ハードコート組成液（デソライトＺ７４０４、ＪＳＲ株式会社
製）・・・１０００ｇ
　・ＵＶ硬化性樹脂（ＤＰＨＡ、日本化薬株式会社製）・・・３１０ｇ
　・シランカップリング剤（ＫＢＭ－５１０３、信越化学工業株式会社製）・・・１００
ｇ
　・シリカ粒子（ＫＥ－Ｐ１０、粒径０．１μｍ、日本触媒株式会社製）・・・１２８ｇ
　・メチルエチルケトン（ＭＥＫ）・・・２９０ｇ
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　・メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）・・・１３０ｇ
　なお、シリカ粒子の平均粒径は、日機装株式会社製ナノトラックＵＰＡ－ＥＸ１５０を
用い、数平均粒径を測定した。
【００８８】
（比較例１）
－光散乱層の形成－
　前記光散乱層用塗布液Ｓ１を、厚みが３μｍになるように製造例１の有機ＥＬ表示装置
のバリア層上に塗布した。
　まず、溶剤乾燥後、１６０Ｗ／ｃｍの空冷メタルハライドランプ（アイグラフィックス
株式会社製）を用いて、照度４００ｍＷ／ｃｍ２、照射量３００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を
照射して塗布層を硬化させて、製造例１の有機ＥＬ表示装置のバリア層上に光散乱層を形
成した。得られた光散乱層における光散乱粒子の体積充填率は８％であった。
【００８９】
（実施例１）
＜光散乱層転写材料１の作製＞
　厚み１００μｍのポリエチレンテレフタレートフィルム基材上に、下記の熱可塑性樹脂
層の処方Ｈ１からなる塗布液を塗布し、乾燥させて、厚みが２０μｍの熱可塑性樹脂層を
形成した。
－熱可塑性樹脂層の処方Ｈ１－
　・塩化ビニル／酢酸ビニル共重合体（塩化ビニル／酢酸ビニル（質量比）＝７５／２５
、重合度：約４００、日信化学株式会社製、ＭＰＲ－ＴＳＬ）・・・２９０．０ｇ
　・塩化ビニル－酢酸ビニル－マレイン酸共重合体（塩化ビニル／酢酸ビニル／マレイン
酸＝８６／１３／１（質量比）、重合度：約４００、日信化学株式会社製、ＭＰＲ－ＴＭ
）・・・７６．０ｇ
　・フタル酸ジブチル・・・８８．５ｇ
　・フッ素系界面活性剤（大日本インキ化学工業株式会社製、Ｆ－１７７Ｐ）・・・５．
４ｇ
　・メチルエチルケトン（ＭＥＫ）・・・９７５．０ｇ
【００９０】
　次に、前記熱可塑性樹脂層上に、下記分離層処方Ｂ１からなる塗布液を塗布し、乾燥さ
せて、厚みが１．６μｍの分離層を形成した。
－分離層処方Ｂ１－
　・ポリビニルアルコール（株式会社クラレ製、ＰＶＡ２０５、鹸化率＝８０％）・・・
１７３．２ｇ
　・フッ素系界面活性剤・・・８ｇ
　・蒸留水・・・２８００ｇ
【００９１】
　次に、前記熱可塑性樹脂層及び分離層を有する仮支持体上に、前記光散乱層用塗布液Ｓ
１を、厚みが３μｍになるように塗布し、溶剤乾燥後、１６０Ｗ／ｃｍの空冷メタルハラ
イドランプ（アイグラフィックス株式会社製）を用いて、照度４００ｍＷ／ｃｍ２、照射
量３００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射して塗布層を硬化させて、光散乱層を形成した。得
られた光散乱層における光散乱粒子の体積充填率は８％であった。
【００９２】
　次に、前記光散乱層上に、厚み１２μｍのポリプロピレンの被覆シートを圧着し、光散
乱層転写材料１を作製した。
【００９３】
＜転写＞
　作製した光散乱層転写材料１を用いて、以下の方法で光散乱層を転写した。
　まず、光散乱層転写材料１の被覆シートを剥離し、光散乱層面を製造例１の有機ＥＬ表
示装置のバリア層上にラミネーター（大成ラミネーター株式会社製、ＶＰ－ＩＩ）を用い
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て加圧（０．８ｋｇ／ｃｍ２）、加熱（１３０℃）して貼り合わせ、続いて分離層と熱可
塑性樹脂層との界面で剥離し、基材と熱可塑性樹脂層を同時に除去し、製造例１の有機Ｅ
Ｌ表示装置のバリア層上に光散乱層を形成した。
【００９４】
（実施例２）
－光散乱層転写材料２の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例１において、光散乱層用塗布液Ｓ１を光散乱層用塗布液Ｓ２に代えた以外は、実
施例１と同様にして、光散乱層転写材料２を作製した。
　作製した光散乱層転写材料２を用い、実施例１と同様にして、製造例１の有機ＥＬ表示
装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散乱粒子の体積充
填率は８％であった。
【００９５】
（実施例３）
－光散乱層転写材料３の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例１において、光散乱層用塗布液Ｓ１を光散乱層用塗布液Ｓ３に代えた以外は、実
施例１と同様にして、光散乱層転写材料３を作製した。
　作製した光散乱層転写材料３を用い、実施例１と同様にして、製造例１の有機ＥＬ表示
装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散乱粒子の体積充
填率は８％であった。
【００９６】
（比較例２）
－光散乱層転写材料４の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例１において、光散乱層用塗布液Ｓ１を光散乱層用塗布液Ｓ４に代えた以外は、実
施例１と同様にして、光散乱層転写材料４を作製した。
　作製した光散乱層転写材料４を用い、実施例１と同様にして、製造例１の有機ＥＬ表示
装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散乱粒子の体積充
填率は８％であった。
【００９７】
（比較例３）
－光散乱層転写材料５の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例１において、光散乱層用塗布液Ｓ１を光散乱層用塗布液Ｓ５に代えた以外は、実
施例１と同様にして、光散乱層転写材料５を作製した。
　作製した光散乱層転写材料５を用い、実施例１と同様にして、製造例１の有機ＥＬ表示
装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散乱粒子の体積充
填率は８％であった。
【００９８】
（実施例４）
＜レーザー転写用光散乱層転写材料１の作製＞
　ポリエチレンテレフタレートフィルム基材の上に、下記処方の光熱変換層用組成物Ｈ２
を、乾燥後のカーボンブラックの塗布量が１．８ｇ／ｍ２となるように塗布し、光熱変換
層を形成した。
【００９９】
－光熱変換層用組成物Ｈ２－
　・カーボンブラック・・・２３ｇ
　・界面活性剤（ニッサンノニオンＮＳ２０８．５、日本油脂株式会社製）５質量％水溶
液・・・２７ｇ
　・親水性バインダー（ゼラチン）１０質量％水溶液・・・３５０ｇ
　・ポリエチレングリコール（重合度１，０００）・・・１２ｇ
　・コハク酸－２－エチルヘキシルエステルスルホン酸ソーダ１０質量％溶液（水／メタ
ノール＝１／１）・・・６０ｍｌ
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【０１００】
　次に、作製された光熱変換層上に、実施例１と同様にして、熱可塑性樹脂層、分離層、
光散乱層、及び被覆シートを形成して、レーザー転写用光散乱層転写材料１を作製した。
前記光散乱層は、光散乱層用塗布液Ｓ１を用いて形成した。
【０１０１】
＜転写＞
　次に、前記レーザー転写用光散乱層転写材料１を用いて、以下の方法で光散乱層を転写
した。まず、レーザー転写用光散乱層転写材料１の被覆シートを剥離し、光散乱層面を製
造例１の有機ＥＬ表示装置のバリア層上にラミネーター（大成ラミネーター株式会社製、
ＶＰ－ＩＩ）を用いて加圧（０．８ｋｇ／ｃｍ２）して貼り合わせた。この積層体に対し
、光熱変換層位置に焦点を合わせた８３０ｎｍのレーザー光を照射し、光熱変換層で発生
した熱で光散乱層を高温に加熱することにより、光散乱層を有機ＥＬ表示装置のバリア層
上に転写した。レーザー光は、松下電子株式会社製の半導体レーザーＬＮ９８８０から発
生させたもので、スポット径を１０μｍにし、ＸＹステージ上に載せた有機ＥＬ表示装置
を１秒辺り２ｍｍのスピードでスキャンした。レーザーの出力は６０ｍＷであった。続い
て、分離層と熱可塑性樹脂層との界面で剥離し、仮支持体と熱可塑性樹脂層を同時に除去
し、製造例１の有機ＥＬ表示装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層
における光散乱粒子の体積充填率は８％であった。
【０１０２】
（実施例５）
－レーザー転写用光散乱層転写材料２の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例４において、光散乱層用塗布液Ｓ１を光散乱層用塗布液Ｓ２に代えた以外は、実
施例４と同様にして、レーザー転写用光散乱層転写材料２を作製した。
　作製したレーザー転写用光散乱層転写材料２を用い、実施例４と同様にして、製造例１
の有機ＥＬ表示装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散
乱粒子の体積充填率は８％であった。
【０１０３】
（実施例６）
－レーザー転写用光散乱層転写材料３の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例４において、光散乱層用塗布液Ｓ１を光散乱層用塗布液Ｓ３に代えた以外は、実
施例４と同様にして、レーザー転写用光散乱層転写材料３を作製した。
　作製したレーザー転写用光散乱層転写材料３を用い、実施例４と同様にして、製造例１
の有機ＥＬ表示装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散
乱粒子の体積充填率は８％であった。
【０１０４】
（比較例４）
－レーザー転写用光散乱層転写材料４の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例４において、光散乱層用塗布液Ｓ１を光散乱層用塗布液Ｓ４に代えた以外は、実
施例１と同様にして、レーザー転写用光散乱層転写材料４を作製した。
　作製したレーザー転写用光散乱層転写材料４を用い、実施例４と同様にして、製造例１
の有機ＥＬ表示装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散
乱粒子の体積充填率は８％であった。
【０１０５】
（比較例５）
－レーザー転写用光散乱層転写材料５の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例４において、光散乱層用塗布液Ｓ１を光散乱層用塗布液Ｓ５に代えた以外は、実
施例４と同様にして、レーザー転写用光散乱層転写材料５を作製した。
　作製したレーザー転写用光散乱層転写材料５を用い、実施例４と同様にして、製造例１
の有機ＥＬ表示装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散
乱粒子の体積充填率は８％であった。
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【０１０６】
（実施例７）
－光散乱層転写材料６の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例１において、光散乱層の厚みを３．０μｍから０．５μｍに変えた以外は、実施
例１と同様にして、光散乱層転写材料６を作製した。
　作製した光散乱層転写材料６を用い、実施例１と同様にして、製造例１の有機ＥＬ表示
装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散乱粒子の体積充
填率は８％であった。
【０１０７】
（実施例８）
－光散乱層転写材料７の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例１において、光散乱層の厚みを３．０μｍから５．０μｍに変えた以外は、実施
例１と同様にして、光散乱層転写材料７を作製した。
　作製した光散乱層転写材料７を用い、実施例１と同様にして、製造例１の有機ＥＬ表示
装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散乱粒子の体積充
填率は８％であった。
【０１０８】
（比較例６）
－光散乱層転写材料８の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例１において、光散乱層の厚みを３．０μｍから０．３μｍに代えた以外は、実施
例１と同様にして、光散乱層転写材料８を作製した。
　作製した光散乱層転写材料８を用い、実施例１と同様にして、製造例１の有機ＥＬ表示
装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散乱粒子の体積充
填率は８％であった。
【０１０９】
（比較例７）
－光散乱層転写材料９の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例１において、光散乱層の厚みを３．０μｍから７．０μｍに代えた以外は、実施
例１と同様にして、光散乱層転写材料９を作製した。
　作製した光散乱層転写材料９を用い、実施例１と同様にして、製造例１の有機ＥＬ表示
装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散乱粒子の体積充
填率は８％であった。
【０１１０】
（比較例８）
－光散乱層転写材料１０の作製及び有機ＥＬ表示装置の作製－
　実施例１において、光散乱層用塗布液Ｓ１を光散乱層用塗布液Ｓ６に代えた以外は、実
施例１と同様にして、光散乱層転写材料１０を作製した。
　作製した光散乱層転写材料１０を用い、実施例１と同様にして、製造例１の有機ＥＬ表
示装置のバリア層上に光散乱層を形成した。得られた光散乱層における光散乱粒子の体積
充填率は１２％であった。
【０１１１】
　次に、実施例１～８及び比較例１～８の光散乱層を形成した有機ＥＬ表示装置について
、以下のようにして、輝度及び輝度ムラを評価した。結果を表１に示す。
【０１１２】
＜輝度の評価＞
　各有機ＥＬ表示装置を２．０ｍＡ／ｃｍ２の定電流条件下で連続点灯し、輝度計（トプ
コン社製、ＢＭ５Ａ）を用いて正面輝度を測定した。
【０１１３】
＜輝度ムラの評価＞
　画面を等分に上下３分割、左右３分割して計９領域に分割した後、各領域の中心輝度９
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点を測定した。この９点の平均輝度Ｉａｖｅ、最大輝度Ｉｍａｘ、最小輝度Ｉｍｉｎから
下記式より輝度ムラ値を算出した。値が小さいほど輝度ムラが少ないことを表す。
　　輝度ムラ（％）＝〔（Ｉｍａｘ－Ｉｍｉｎ）／Ｉａｖｅ〕×１００
【０１１４】
【表１】

【産業上の利用可能性】
【０１１５】
　本発明の光散乱層転写材料は、水及び溶剤を含まないので、有機ＥＬ表示装置にダメー
ジを与えることなく、光散乱層を効率よく形成することができるので、光取り出し効率に
優れ、輝度ムラの少ない有機ＥＬ表示装置の作製に好適である。
【符号の説明】
【０１１６】
　　　１　　　ＴＦＴ基板
　　　２　　　背面電極
　　　３　　　有機層
　　　４　　　透明電極
　　　５　　　透明基板
　　１１　　　バリア層
　　１２　　　光散乱層
　　１３　　　仮支持体
　　１４　　　ラミネーター
　　１５　　　光熱変換層
　　１６　　　レーザー光
　１１０　　　有機ＥＬ素子
　１２０　　　正極
　１３０　　　有機ＥＬ層
　１４０　　　負極
　１５０　　　バリア層
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　１６０　　　透明基板
　１７０　　　光散乱層
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